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資料１（所管事項）

障害者の雇用状況に関する再調査結果について

平成３０年９月１４日

人 事 課

、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく障害者の雇用状況等について

知事部局職員に関して不適切な算定があったことから、昨年度と今年度分を再調査

したが、その結果は以下のとおりである。

【再調査の方法】

手帳等の写しの提出により確認を行った。

なお、手帳等とは、身体障害者手帳、療育手帳（又は児童相談所等による知的障

）、 。 、害者であることの判定書 精神障害者保健福祉手帳 これらの手帳がない場合は

知事の定める医師又は産業医による診断書、意見書のことである。

１ 平成２９年６月１日現在（法定雇用率２．３％）

厚生労働省から、平成３０年８月３１日付け文書で、地方公共団体における平

成２９年６月１日現在の障害者任免状況について再点検を実施し、その結果の報

告を求められていることから実施したもの。

当初報告 再調査 差引

３，５７３．５人 ３，５７３．５人 －算定基礎職員数※１

障害者実人数 ７３人 ６６人 △７人

９１人 ８３．５人 △７．５人障害者算定数※２

実雇用率 ２．５５％ ２．３４％ △０．２１％

不足障害者数 － － －

※１ 「算定基礎職員数」において、短時間勤務職員は１／２で算定

※２ 「障害者算定数」において、重度障害者は２倍、短時間勤務職員は

１／２で算定

（１）当初報告の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員（自己申告） ６５人

手帳等所持不明職員 ８人

（２）再調査の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員（写しを確認） ６６人

（うち新たに手帳等の所持を確認した職員１人）



- 2 -

２ 平成３０年６月１日現在（法定雇用率２．５％）

当初報告 再調査 差引

３，５８２．５人 ３，５８２．５人 －算定基礎職員数※１

障害者実人数 ７３人 ７０人 △３人

９１．５人 ８８人 △３．５人障害者算定数※２

実雇用率 ２．５５％ ２．４６％ △０．０９％

不足障害者数 － １人 ＋１人

※１ 「算定基礎職員数」において、短時間勤務職員は１／２で算定

※２ 「障害者算定数」において、重度障害者は２倍、短時間勤務職員は

１／２で算定

（１）当初報告の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員（自己申告） ６７人

手帳等の所持がない職員（自己申告） １人

手帳等所持不明職員 ５人

（２）再調査の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員（写しを確認） ７０人

（うち新たに手帳等の所持を確認した職員３人）

なお、手帳等の所持が不明であった５人については、確認したところ所

持していないことが判明した。

３ 今後の対応

障害者の雇用の促進に向け、正職員については身体障害者を対象とした県職員

採用試験（９月１２日受験申込書受付締切、１１月下旬最終合格発表予定）にお

いて採用予定数を確保するとともに、非常勤職員についても就業の場の拡大を図

りつつ、雇用者の確保に努める。

４ その他

知事部局以外の再調査の結果は、別紙のとおりであり、教育委員会及び警察本

部分については教育公安委員会において、公営企業課分については産業観光委員

会において報告する。

なお、議会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務局については、職員数の

規模が小さいため対象外となっている。
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（参考）教育公安委員会提出資料

障害者の雇用状況に関する再調査結果について

総 務 課

１ 概要

、「 」障害者の雇用の促進等に関する法律 に基づく障害者の雇用状況等について

教育委員会職員に関して不適切な算定があったことから、再調査したが、その結

果は以下のとおりである。

平成３０年６月１日現在（法定雇用率２．４％）

当初報告 再調査 差引

６，９６６．５人 ６，９６６．０人 △０．５人算定基礎職員数※１

障害者実人数 １１８人 １０２人 △１６人

１６６人 １４７人 △１９人障害者算定数※２

実雇用率 ２．３８％ ２．１１％ △０．２７％

不足障害者数 １人 ２０人 １９人

※１ 「算定基礎職員数」において、短時間勤務職員は１／２で算定

※２ 「障害者算定数」において、重度障害者は２倍、短時間勤務職員は

１／２で算定

（１）当初報告の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員 ２６人

手帳等所持不明職員等 ９２人

（２）再調査の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員 １０２人

（うち新たに手帳等の所持を確認した職員 ４人）

手帳等不所持職員等 ２０人

（手帳等なし９人、手帳等返却済４人、回答なし６人、退職済１人）

【再調査の方法】

手帳等の写しの提出により確認を行った。

なお、手帳等とは、身体障害者手帳、療育手帳（又は児童相談所等による

知的障害者であることの判定書 、精神障害者保健福祉手帳。これらの手帳）

がない場合は、知事の定める医師又は産業医による診断書、意見書のことで

ある。



- 4 -

２ 今後の対応

国のガイドラインに沿った適正な運用を行うとともに、障害者の法定雇用率

の達成に向け、教職員や非常勤職員の採用を積極的に進める。

（参 考）

平成２９年６月１日現在（法定雇用率２．２％）

当初報告 再調査 差引

７，７８１．０人 ７，１１０．０人 △６７１人算定基礎職員数

障害者実人数 １２４人 ９５人 △２９人

１７４人 １３２．５人 △４１．５人障害者算定数

実雇用率 ２．２４％ １．８６％ △０．３８％

不足障害者数 ０人 ２３．５人 ２３．５人
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（参考）教育公安委員会提出資料

資料１（所管事項）

障害者の雇用状況に関する再調査結果について

平成３０年９月２０日

警 務 課

、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく障害者の雇用状況等について

秋田県警察職員に関して不適切な算定があったことから、昨年度と今年度分を再調

査しましたが、その結果は以下のとおりです。

【再調査の方法】

手帳等の写しの提出により確認を行った。

なお、手帳等とは、身体障害者手帳、療育手帳（又は児童相談所等による知的障

）、 。 、害者であることの判定書 精神障害者保健福祉手帳 これらの手帳がない場合は

知事の定める医師又は産業医による診断書、意見書のことである。

１ 平成２９年６月１日現在（法定雇用率２．３％）

厚生労働省から、平成３０年８月３１日付け文書で、地方公共団体における平

成２９年６月１日現在の障害者任免状況について再点検を実施し、その結果の報

告を求められていることから実施したもの。

当初報告 再調査 差引

３７４人 ３７４人 －算定基礎職員数

障害者実人数 １０人 ２人 △８人

１０人 ４人 △６人障害者算定数※１

実雇用率 ２．６７％ １．０７％ △１．６％

不足障害者数 － ４人 ＋４人

※１ 「障害者算定数」において、重度障害者は２倍で算定

（１）当初報告の障害者実人数の内訳

手帳等所持不明職員 １０人

（２）再調査の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員（写しを確認） ２人
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２ 平成３０年６月１日現在（法定雇用率２．５％）

当初報告 再調査 差引

３７７人 ３７７人 －算定基礎職員数

障害者実人数 １０人 ２人 △８人

１０人 ４人 △６人障害者算定数※１

実雇用率 ２．６５％ １．０６％ △１．５９％

不足障害者数 － ５人 ＋５人

※１ 「障害者算定数」において、重度障害者は２倍で算定

（１）当初報告の障害者実人数の内訳

手帳等所持不明職員 １０人

（２）再調査の障害者実人数の内訳

手帳等所持職員（写しを確認） ２人

３ 今後の対応

本年度から、身体障害者を対象とした警察事務（高校卒業程度）の採用試験を

行っており、法定雇用率を満たすため、計画的かつ継続的に障害者雇用を推進し

ます。
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（参考）産業観光委員会提出資料

障害者の雇用状況に関する調査結果について

公 営 企 業 課

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく障害者の雇用状況について、公営企業

の調査結果を報告する。

【調査の方法】

手帳等の写しの提出により確認を行った。

なお、手帳等とは、身体障害者手帳、療育手帳（又は児童相談所等による知的障害者で

あることの判定書 、精神障害者保健福祉手帳。これらの手帳がない場合は、知事の定め）

る医師又は産業医による診断書、意見書のことである。

１ 平成３０年６月１日現在（法定雇用率２.５％）

公営企業

算定基礎職員数 ※１ １０７人

障害者実人数 １人

障害者算定数 ※２ ２人

実 雇 用 率 ※３ １ ８７％.

不足障害者数 ※４ －

※１ 「算定基礎職員数」において、短時間勤務職員は１／２で算定

※２ 「障害者算定数」において、重度障害者は２倍、短時間勤務職員は

１／２で算定

※３・４ 実雇用率は１ ８７％であるが、障害者数として必要な人数（２人）.

を満たしているため、不足障害者数はない。

１０７人×２ ５％＝２ ６７５人（小数点以下切り捨て）→２人. .

○ 調査の障害者実人数の内訳

手帳所持職員（写しを確認） １人

２ 今後の対応

法定雇用率の達成に向け、職員の採用等により障害者雇用の推進に努める。



　　                                              　　　　　　 資料２（所管事項）

平成３０年９月１４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 財　 　　政 　　　課

　　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて算定した、「健全化判断比率」

　及び公営企業会計の「資金不足比率」については、次のとおりです。

Ｈ２９決算 Ｈ２８決算 Ｈ２９－Ｈ２８

実質赤字比率 － － －

連結実質赤字比率 － － －

実質公債費比率
　 （※３カ年平均）

１３．０％ １３．６％ △０.６％

将来負担比率 ２５４.７％ ２４９.３％ ５.４％

－ － －

※実質公債費比率は３カ年の平均値
　H29決算：13.0％（H29:11.8%、H28:13.7%、H27:13.7%の平均値)
　H28決算：13.6％（H28:13.7%、H27:13.7%、H26:13.5%の平均値)

平成２９年度決算に基づく健全化判断比率・

資金不足比率（速報値）について　　　　　

健
全
化
判
断
比
率

資金不足比率

〔参考〕早期健全化基準等

早期健全化基準 財政再生基準 指標の説明

実 質 赤 字 比 率 3.75% 5%
一般会計等における実質赤字の標準財政規
模に対する比率

連結実質赤字比率 8.75% 15%
全会計における実質赤字(又は資金不足額)
の標準財政規模に対する比率

実 質 公 債 費 比 率 25% 35%
公営企業を含む地方公共団体が負担する元
利償還金等の標準財政規模に対する比率

将 来 負 担 比 率 400% －
地方公共団体が将来負担すべき実質的な負
債の標準財政規模に対する比率

資 金 不 足 比 率 （経営健全化基準）20% －
公営企業会計における資金不足額の事業規
模に対する比率
※対象は電気事業会計ほか６会計

※早期健全化基準・・・健全化判断比率のいずれかが基準以上である場合には、「財政健全化計画」
　　　　　　　　　　　を定めなければなりません。
※財政再生基準・・・・健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた３つの指標のいずれかが基準
　　　　　　　　　　　以上である場合には、「財政再生計画」を定めなければなりません。


